
別記様式

発行番号 評１６－０１１号

性　　能　　評　　定　　書

設備機 器の種別 防火材等（共住区画貫通配管等）

型　 式　 記　 号 イチジカン耐火ＳＰＯＴ１１０

申

請

者

住　　　 所 神奈川県平塚市東八幡５－１－８

名　　　　称 株式会社古河テクノマテリアル

代 表 者 氏 名 代表取締役社長　戸崎　敏夫

性 能 評 定 番 号 ＫＫ２８－００５号

性 能 評 定 年 月 日 平成２８年５月２４日

性能評定有効期限 平成３２年３月３１日

性能評定 の内容 標記共住区画貫通配管等は､別添評定報告書記載の評定条

件の範囲内で使用する場合において、「特定共同住宅等の住

戸等の床又は壁並びに当該住戸等の床又は壁を貫通する配

管等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能を

定める件」（平成17 年消防庁告示第４号）に規定する耐火

性能を有するものと認められる。

対象：中空壁

本設備機器は、一般財団法人日本消防設備安全センターの定める消防防災用設備

機器性能評定規程第５条の規定に基づき、厳正なる試験を行った結果、上記の性能

を有するものと認めます。
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一般財団法人 日木消防設備安

理事長 原　 田　 正　 ｉ



別記様式

発行番号 評１６－０１２号

性　　 能　　 評　　 定　　 書

設備 機器の種別 防火材等（共住区画貫通配管等）

型　 式　 記　 号 イチジカン耐火ＳＰＯＴ８０

申

請

者

住　　　　所 神奈川県平塚市束八幡５－１－８

名　　　　称 株式会社古河テクノマテリアル

代 表 者 氏 名 代表取締役社長　戸崎　敏夫

性 能 評 定 番 号 ＫＫ２８－００６号

性 能 評 定 年 月 日 平成２８年５月２４日

性能評定有効期限 平成３２年３月３１日

性能 評定 の内容 標記共住区画貫通配管等は､別添評定報告書記載の評定条

件の範囲内で使用する場合において、「特定共同住宅等の住

戸等の床又は壁並びに当該住戸等の床又は壁を貫通する配

管等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能を

定める件」（平成17 年消防庁告示第４号）に規定する耐火

性能を有するものと認められる。

対象：中空壁

本設備機器は、一般財団法人日本消防設備安全センターの定める消防防災用設備

機器性能評定規程第５条の規定に基づき、厳正なる試験を行った結果、上記の性能

を有するものと認めます。
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一般財団法人 日本消防設備

理本長 原　 田　 正



別記様式

発行番号 評１６－０４２号

性　　 能　　 評　　 定　　 書

設備機 器の種別 防火材等（共住区圓貫通配管等）

型　 式　 記　 号

■一●　１

イ チ ジ カ ン 耐 火 Ｓ Ｐ Ｏ Ｔ ８ ０

申

請

者

住　　　　所 神奈川県平塚市束八幡５－１－８

名　　　　称 株式会社古河テクノマテリアル

代 表 者 氏 名 代表取締役社長　戸崎　敏夫

性 能 評 定 番 号 ＫＫ２８－０１１号

性 能 評 定 年 月 日 平成２８年１２月２２日　　　　　’

性能評定有効期限 平成３２年３月３１日

性能評定 の内 容 標記共住区画貫通配管等は､別添評定報告書記載の評定条

件の範囲内で使用する場合において、「特定共同住宅等の住

戸等の床又は壁並びに当該住戸等の床又は壁を貫通する配

管等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能を

定める件」（平成17 年消防庁告示第４号）に規定する耐火

性能を有するものと認められる。

対象：中空壁

本設備機器は、一般財団法人日本消防設備安全センターの定める消防防災用設備

機器性能評定規程第５条の規定に基づき、厳正なる試験を行った結果、上記の性能

を有するものと認めます。
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一般財団法人 日本消防設備安

理事長 原　 田　 正　 ｉ



別 記 様式

性　　　能

発行番号　 評１７－００８号

評　　 定 書

設備機器の種別 防火材等（共住区團貫通配管等）

型　 式　 記　 号 イチジカン耐火ＳＰＯＴ８０

申

請

者

住　　　 所 神奈川県平塚市東八幡５－１－８

名　　　 称 株式会社古河テクノマテリアル

代表者氏名 代表取締役社長　 戸崎　 敏夫

性 能 評 定 番 号 ＫＫ ２９－００４号

性 能 評 定 日 平成２９年３月２９日

性能評定有効期限 平成３２年３月３１日

性能評定 の内容

標記共住区画貫通配管等は、別添評定条件の範囲内で使用

する場合において、「特定共同住宅等の住戸等の床又は壁並び

に当該住戸等の床又は壁を貫通する配管等及びそれらの貫通

部が一体として有すべき耐火性能を定める件」（平成17 年消

防庁告示第 ４ 号）に規定する耐火性能を有しているものと認

められる。

本設備機器は、一般財団法人日本消防設備安全センターの定める消防防災用設備

機器性能評定規程第５条の規定に基づき、厳正なる試験を行なった結果、上記の性

能を有するものと認めます。
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一般財団法人 日木消防設備安

理事長 原　 田　 正　 ｉ














